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◯34 番（松野 隆）登壇 私は、公明党福岡市議団を代表し、青パト活動への支援並びに

本市の療育体制について質問をいたします。 

 初めに、青パト活動への支援についてお尋ねします。 

 私は、平成 20 年度６月議会におきまして、青パトへの支援について質問をいたしました。

１年を経過した現在、市民の皆さんから支援の中身についてよく見えないという声をお聞

きしましたので、改めて青色パトロールカー活動への助成についてお尋ねをします。 

 警察白書によりますと、全国で平成 16 年末登録台数 120 台であった青パトは、平成 19

年末には２万 527 台と飛躍的にふえております。福岡県においても、この２年間で 559 台

から 945 台となっております。 

 まず、本市における青色防犯灯装備車の登録台数、過去３年間の推移についてお答えくだ

さい。 

 次に、青パトによる地域防犯活動に対する基本的な認識について、どのような御所見をお

持ちであるか、改めてお伺いをします。 

 次に、本市の療育体制についてであります。 

 本年、西部療育センター開設から８年目を迎え、今年度、市民待望の東部療育センターが

ようやく着工の運びとなりました。また、特別支援学級も小学校 12 校、中学校５校、情緒

障がい、肢体不自由学級各１校が新設されることになり、学齢期に対する本市の療育体制は

少しずつ進み、今後の取り組みに期待が集まっております。一方、学齢期を過ぎたアスペル

ガー症候群、高機能自閉症など広汎性発達障がいがある大人たちの中に、今現在も生きにく

さに悩む当事者と家族が少なからずおります。 

 まず、福岡市立の発達障がい関係機関について、機関名と事業内容についてお知らせくだ

さい。 

 次に、高校生の発達障がい支援についての取り組みと私学への支援についてもお考えを

お示しください。 

 本市の施設において、発達障がいか否かの診断業務は行っておりますでしょうか。 

 学齢期以降の人たちに対し、本市ではどの施設でどんな療育を行っているのか、対象者は

どれぐらいいるのか、あわせて未就学児の傾向としてどの程度発達障がいと診断されてい

るのかお答えください。 

 以上で１回目を終わります。２回目以降は自席にて質問をいたします。 

◯副議長（久保 浩） 阿部市民局長。 

◯市民局長（阿部 亨） 青色パトロールカーについてのお尋ねにお答えいたします。 

 まず、青色防犯灯装備車登録台数とその推移につきましては、平成 19 年９月末で 56 台、

平成 20 年８月末で 74 台、平成 21 年１月末で 83 台でございまして、年々増加していると

ころでございます。 



 次に、青パトによる地域防犯活動に対する基本的な認識についてでございますが、防犯パ

トロールカーによる活動は、心理的効果や活動範囲が広域になるなど、犯罪抑止効果が高い

と考えております。また、広域の防犯パトロールカーによるパトロール活動は、身近な子ど

もの見守りや声かけ活動と相まって、地域防犯力の向上に効果を発揮していると考えてお

ります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 吉田こども未来局長。 

◯こども未来局長（吉田恵子） 発達障がい関係機関と事業内容についてのお尋ねですが、

こども未来局所管の施設では、発達障がい者支援センターにおいて、家庭や学校生活、就労

など、さまざまな相談に応じるとともに、発達検査や市民、保護者、関係機関に対する研修

などを行っております。また、心身障がい福祉センター児童部門と西部療育センターでは、

乳幼児健診や医療機関の受診などを通じ、障がいの可能性があると判断された場合は、発達

状況について医学的診断等を行い、その後、必要に応じて障がい児通園施設や保育所などの

利用に向けた調整等を行っております。 

 次に、発達障がいの診断業務についてのお尋ねですが、就学前の子どもにつきましては、

繰り返しになりますが、心身障がい福祉センター及び西部療育センターで診断を行い、早期

発見に努めております。 

 続きまして、就学前の子どもについての発達障がいの診断状況ですが、平成 20 年度に心

身障がい福祉センター及び西部療育センターで新規に診断を受けられた方の数でお答えし

ますと、新規受診者数 751 名のうち 313 名が発達障がいと診断されており、発達障がい児

に関する相談は近年増加傾向にあります。以上です。 

◯副議長（久保 浩） 井崎保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（井崎 進） まず、市立の発達障がいの関係機関とその事業内容について

でございますけど、保健福祉局所管では、心身障がい福祉センター、あいあいセンター成人

部門において、発達障がいや高次脳機能障がい者の生活訓練、視覚障がいや肢体不自由者に

対するリハビリテーションを実施いたしております。 

 次に、発達障がい者の診断業務につきましては、市の施設としては、あいあいセンター成

人部門におきまして、自立訓練、生活訓練を受けるための診断、意見書作成を行っておりま

す。また、国の機関である福岡障害者職業センターやハローワーク等、行政機関からの依頼

についても診断を行っております。 

 次に、学齢期以降の方の療育についてでございますが、あいあいセンター成人部門におい

て、社会生活力ハビリテーションプログラムとして、16 歳以上の高機能広汎性発達障がい

者に対し、まず第１点は自己肯定感の乏しさを軽減するなどの個別カウンセリング、２点目

にコミュニケーションや対人関係スキル取得のためのグループワーク、３点目に家族間の

情報交換などの家族カウンセリングなど、コミュニケーションを中心とした生活能力の維

持向上のために必要な訓練や家族支援等を実施しております。この事業では、16 年度事業

開始時から 20 年度末までで延べ 104 名の評価、診断を行っております。なお、学齢期以降



の療育が必要な方の実数につきましては、発達障がいを起因とする手帳の制度がないこと

などから把握できておりません。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 学齢期における発達障がい関係機関についてのお尋ねでございます

が、教育委員会指導部発達教育センターが中心となって事業を行っております。事業内容に

つきましては、教育相談や就学相談、巡回相談や自立活動などの取り組みを行っております。

また、研修講座を通して、教職員の専門性の向上を図っております。 

 次に、市立高校に在籍する発達障がいのある生徒の支援につきましては、市立４校におけ

る生徒の実態把握と個別の支援に努めるとともに、発達障がいに関する教職員の理解を深

めるための研修支援を発達教育センターが行っております。私学への支援につきましては、

私立高校からの研修に対する支援要請に対し、当センターから講師を派遣するなどして、発

達障がいへの理解を広げるよう努めております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） まず、青パトでありますけれども、平成 16 年警察白書には、95％の

地域警察官が、地域の安全は警察だけでは確保できないと、みずからアンケート調査に回答

したことが記されております。ここ数年、地域の自主防犯ボランティア活動数の増加には目

をみはるものがあります。それだけ、地域の安全は自分たちで守ろうと、地域住民の意識は

向上しております。今後、自治会への参加意識の低下傾向にも一石を投じるのではないかと

期待しております。 

 ここで、本市南区の西高宮校区ミニパト隊の活動について御紹介したいと思います。同校

区の青パト活動は、平成 16 年８月、西高宮小学校にかみそりを送りつけ児童に危害を加え

るという脅迫事件、10 月には小学校の爆破予告と、大変物騒な事件が相次ぎ、一時的に児

童の登下校時にパトロールを実施したことをきっかけに、継続的な地域巡回活動が必要で

あるということから、小田部校区、原西校区、愛宕浜校区など、他校区の先進事例を十分調

査研究し、特にいずれの校区も学齢児に声をかける不審者が皆無となったことなどを踏ま

え、平成 18 年４月に南区で最初の青パト活動を開始されました。発足当時は隊員の確保に

大変御苦労されたようですが、現在は会社員、商店主、定年退職者、ＰＴＡ、主婦、小学校

教諭、公民館職員、町内会長、各種団体を構成員とし、平成 20 年度実績で、登録隊員数 229

名、実働 163 名の方々で、月曜から日曜まで毎日１日も欠かさず、平日は２回地域を巡回。

高宮交番、南警察署とも緊密に連携し、さらに毎月、講習会、連絡会、担当者会議と、忙し

い時間を縫って、無事故のパトロールと隊員の安全を期し、万全の体制で臨まれております。

ことしの３月に行われたミニパト隊交流会には、自治協議会役員、隊員の皆さん、小中学校

の先生、校長先生など、総勢 100 名以上が参加され、行政からは池下南区長、地域支援課職

員、福岡県生活安全課、南警察署生活安全課、高宮交番等、多数来賓として参加されました。

期待も注目度も日々大きくなっております。長い長い間、関係者の皆さんが御努力された結

果、同校区の犯罪認知件数はピーク時と比較し半減したことは紛れもない事実であります。



去る５月 22 日、福岡南防犯協会会長、南警察署長の連名により、関係各位の長年にわたる

地域防犯への御尽力と御功績に対し、表彰状が送られました。受賞者の皆さんも、地域の安

全確保に決意を新たにしておられます。 

 また、本市南区では、青パト活動を実施している各校区が集まり、年に１回、青パトサミ

ットを開催しております。幹事は持ち回りで、その年の活動、実績などを報告し、共通課題

の解決に向け、力を合わせ取り組んでおられます。平成 20 年度には９校区であったのが、

21 年度には参加が 13 校区になり、ことしも数校区ふえる見込みとなっております。地域の

安全に貢献するだけでなく、定年後の生きがいを見つけるなど、二次的な効果もあるようで

す。１人でも多くの地域住民の参加を促し、団結を図るための努力も大変です。さまざまな

御努力の中でも最たるものは、以前も指摘しましたが、青パトの運行経費であります。校区

により多少事情は違うようですが、毎月のガソリン代、毎年の自動車税、任意保険料など、

各団体の皆さんは、カンパを募ったり、バザーで稼いだり、涙ぐましい努力をして経費を捻

出しています。また、いずれ来る自動車の買いかえ時期のために、計画的に予算を使い、節

約もしておられるのです。 

 昨年、私は、地域にあまねく防犯活動を広げるためには、現在の自治協議会への補助金の

枠の外で助成すべきではないかとただしたのに対し、当局からは、区役所の予算を使って、

例えばガソリン券の支給などについて検討しますとお答えになりました。ここで、その後の

事業の検討内容と進捗状況について御説明ください。 

 昨年、大阪府堺市による新車の青パト譲渡事業を紹介しましたが、先日、今度はさいたま

市の防犯活動の助成事業について視察してまいりました。さいたま市は、東京に隣接する都

市部特有の街頭犯罪が多発する中、平成 18 年、さいたま市防犯のまちづくり推進条例の施

行により、本格的に防犯活動が始まりました。その後、さまざまな連携などの取り組みが実

を結び、ピーク時である平成 16 年の刑法犯認知件数３万 4,613 件から平成 19 年には２万

2,188 件と、大幅に減少しました。月１回、５名以上で地域防犯活動を実施する団体には、

１団体当たり毎年３万円の助成金を交付しており、青色防犯灯パトロール車導入に当たっ

ては１団体 10 万円、助成金交付実績は平成 20 年度で 444 団体となっております。市職員

の説明では、青パト活動はまだ本市ほど進んでいない現状でありまして、これから本格的に

青パト活動を推進するためにも助成金が必要であるとの認識でした。本市におきましても、

自動車の維持費などに係る経費に対し、速やかに助成金交付を行うべきであります。校区の

皆さんが必要なときにすぐ使える助成金があれば、どれほど助かることかと思いますが、当

局のお考えをお示しください。 

 さて、青パトに使用する自動車は、全国的に見れば普通自動車も軽自動車もありますが、

本市におきましては軽自動車が格段に多いのではないでしょうか。普通自動車税は県、軽自

動車税は市町村に納められますが、全国には青パトに係る軽自動車税を減免、課税免除して

いる政令市が幾つかあります。さいたま市は、平成 18 年より「公益のために直接専用する

軽自動車等で減免を必要とするもの」と条例にうたい、減免を行っておりました。同じく課



税免除を行っている名古屋市にも調査に参りましたが、同市では、平成 20 年度までは市長

あてに申請をして、その都度、市長が必要と認めるものに対し免除をしておりました。しか

し、平成 21 年度に名古屋市市税減免条例に「地域防災又は地域防犯のため専らその用に供

する軽自動車」は課税免除すると明文化され、一々市長あてに申請する必要がなくなりまし

た。その他、神戸市、京都市も同様に行っておりますが、京都市の場合、市税条例とは別に、

個別通達の項目において、平成 21 年１月 20 日付で各区長あてに、「専ら地域の自主的な防

犯活動の用に供される軽自動車については、地域の自主的な防犯活動を通じて市民の誰も

が安心して暮らせるまちづくりの実現に資するものであり、高い公共性が認められること

から、京都市市税条例 69 条６号の規定に基づき、課税免除を通達する。」とし、対象車両の

条件として、１、京都府警本部長が発行する青色回転灯を装着して適正に自主防犯パトロー

ルを実施できる団体であることの証明書において使用自動車として記載されており、かつ

本市の区域内の地域をパトロール実施区域としているもの。これは、つまり車検証に自主防

犯活動自動車と明記してあることです。２番目として、青色回転灯が装着されているもの。

３番目に、警察署等において使用するパトロール車両と同様の白黒色の塗装を車体全体に

直接施したもの。以上、３つの条件すべてに当てはまる車両となっております。一見厳しい

条件に思えますが、厳しいからこそ、個別通達の項目を設定してでも何とかして市民の活動

にこたえたいとの京都市の強い思いが見えてくるのであります。本市において、京都市と同

じ条件で課税免除を行う場合、対象車両は何台で、免除額合計は幾らになりますか、お答え

ください。 

 ここで、市長並びに行政当局によくよく認識していただきたいことは、青パトの車検証に

は自主防犯活動自動車と記載されております。それは、青パトが車検の際に、警察が発行し

た証明書をもとに、運輸支局等において車検証に自主防犯活動用自動車と記載し、使途を明

確にされます。また、青パトは８ナンバーの区分には入っておりませんが、８ナンバーであ

る街頭宣伝カーと同様にスピーカーを搭載、そして緊急車両と同様に回転灯を搭載してお

ります。そのため、青パトは８ナンバーと同様に３カ月に１度、警察署に許可を得ています。

その上で、パトロールを実施する際は回転灯を点灯させることを警察が許可している車で

あります。このように青パト自体は警察にも国の行政にも特定され、認知されていることを

知っていただきたいのです。本市だけでなく、庁用自動車は法律によりすべて課税免除とな

っておりますが、以上のように、青パトは限りなく公共に近い車であることを御理解いただ

きたいのであります。したがいまして、車検証に自主防犯活動自動車等と明記してある軽自

動車の税金は課税免除すべきであります。財政当局の前向きな回答を求めます。 

 次に、本市の療育体制についてであります。 

 私はこれまで、大人の発達障がいの当事者と御家族からお話をお伺いし、生活から家族関

係まで支援を必要としている人たちが多くいるのだと認識しました。中でも就労に関して

は特に御苦労が多いようです。 

 そこで、本年、福岡市心身障がい福祉センター、通称あいあいセンターにて、ＳＳＴ、ソ



ーシャルスキルアップトレーニング、生活技能訓練の現場を視察しました。当日の参加者は

皆、成人を過ぎた男性６名。専門のリハビリテーション課長、ファシリテーターの２名で受

け持ち、週１回、主にコミュニケーション能力を身につけるための訓練が行われております。

最長で約２年間、同訓練に通い続けている方もおられました。参加者の特徴は、皆さん学歴

が高く、中には専門的なスキルを持つ方もおられ、見た目には障がいがあるようには全く見

えません。その日は、ＳＳＴで経験したことをテーマに約２分間スピーチする、いわゆる振

り返りという訓練でした。あいあいセンターのＳＳＴに参加されているメンバーは、ある部

分において感情のコントロールが困難で、家庭や自分が置かれた環境の中で、どうすれば自

分自身を表現できるかわからない方が多いのです。アスペルガー、高機能自閉症対策の重要

性を改めて強く認識しました。本市において、広汎性発達障がい者へどのような就労支援を

行っておりますか、お示しください。 

 昨年訪れた札幌市の精神保健福祉センターでは、調査研究事業から就労支援が進められ、

平成 10 年から実施している青年グループケアの対象者を順次拡大し、現在は広汎性発達障

がい者支援も行っております。例えば、参加者をひきこもりのグループとアスペルガーのグ

ループに分け、アスペルガーグループをさらに、比較的重度ではあるが、知的おくれを伴わ

ない、しかも仲間と積極的に交わりたいグループと、コミュニケーションは苦手であるが、

趣味で特にアニメや映画が好きなグループに分け、週２回グループ活動、交流会を行い、年

間参加者数はそれぞれ延べ 577 回、141 回、193 回となっております。また、勉強会、交流

会に同伴する親自身が自身の生きにくさの原因に出会い、グループケアに参加する例も出

てまいりました。そこで、当事者とは別に、家族向けのグループができ、独自の取り組みを

行っております。また、札幌市の発達障がい者支援関係機関連絡会議は、早期発見・早期療

育部会を初め、地域生活・就労部会、社会適応部会、ネットワーク作り部会、専門化養成・

普及啓発部会の５部会を設け、今後、各分野での研究事項の一本化に向け、本格的な取り組

みを進めたいと語っておられました。 

 さきにも述べました本市あいあいセンターは、学齢期以降の療育について、全国的に見て

も先進的に取り組んでおります。現在は旧ＳＳＴから生活技能訓練のグループワークに移

行しておりますが、参加者の居場所、自身を表現できる場所として定着し、着実に成果を上

げております。しかし、残念ながら、予算の関係で現体制では施策の限界があるようです。

あいあいセンターは、社会生活力ハビリテーションプログラムという個別訓練、グループ訓

練のほかに、生活支援、家族支援、権利擁護など、一人一人の実情に応じたきめ細かなサポ

ートを、ドクターである課長と係長で幾つもの役割を担っておられます。 

 そこでお尋ねします。あいあいセンターに最低１名、常勤の医師、もしくは臨床心理士の

増員を強くお願いをいたします。療育現場のサポート強化について、当局の御所見をお伺い

します。 

 また、本市には療育に関し幾つかの機関があります。本来、発達障がい施策全般に関する

総合相談センターはゆうゆうセンターであると認識しておりますが、例えば、あいあいセン



ターの事業は主に個別支援業務であるのに対し、ゆうゆうセンターは相談、研修業務。青年

センターには経済振興局が主に就労支援の若者相談窓口を開設しておりますが、ここにも

広汎性発達障がいと思われる方からの相談があります。ハローワークに相談に行き、面談す

ることさえ困難な方など、さまざま対人関係に悩み苦しんでいる方が来所し、担当者が１人

に 90 数回面談し、ようやく就職がかなった例もあります。多くの相談者にとりまして、各

センターが貴重な居場所になっており、それ自体はとてもいいことであります。しかしなが

ら、各機関で重複している事業を、もう少し役割を明確にすることで、機能性が一段と向上

するのではないでしょうか。福岡市発達障がい者支援施策検討委員会において、当事者や親

へのアンケート調査も実施されておりますが、アンケート結果についての御所見を伺いま

す。 

 また、その結果を一日も早く施策に反映していただきたいと思います。そのためにも、各

機関の役割分担と機動性確保、さらに相談者の個別案件にも対応可能なコーディネート業

務を日常的、組織横断的に行える人員の配置を提案いたしますが、いかがでしょうか、御所

見を伺います。 

 次に、学校現場における療育体制についてお尋ねします。 

 冒頭述べましたとおり、学校における療育体制は徐々に進んでおります。発達障がい者の

通級指導教室も、各区１校の設置へ向け御努力いただいておりますが、現在、中学校におけ

る通級指導教室は何校ありますか、お尋ねします。 

 今年度、新しいふくおかの教育計画が策定され、心豊かな子どもをはぐくむための施策強

化が図られますが、不登校の子どもへの支援、いじめの未然防止の充実は重点施策とされて

おります。今年度のいじめ対策の中で、発達障がい児童に関する取り組みについて御所見を

お聞かせください。 

 昨年、私は発達障がいの児童の保護者より、学校でのいじめについて数件の相談を受けま

した。最近はいじめも巧妙になってきており、子どもの話だけではいじめの有無についての

認定は難しいと思います。しかし、公衆の面前で何度もズボンをおろされたり、殴られたり

けられたりのいじめに遭い、学校ではだれもかばってくれない、でも、親には自分の子ども

がいじめに遭っているかどうかはわかるはずです。学校に相談しても、子どものけんかに親

が出てもと校長に言われ、相手の親からも逆に自分の子どもと一緒に学ぶことを嫌がられ、

どこにも相談する場所がなく、絶望しておられました。教員だけでなく、学校経営の責任者

である校長、教頭への指導の徹底も必要であり、いじめの相談に対し、保護者の話を最後ま

できちんと聞くことから始めてほしいと思いますが、いかがでしょうか、御所見を伺います。 

 専門の医師の話では、子どもの脳は、通常、脳神経的には 12 歳で認知機能の第１段階を

終えるそうですが、まずは 10 歳でほぼ社会性が確立するそうであります。つまり 10 歳で

自分と他人の違いがよく見えてくるのであります。知的におくれている子どもは、10 歳の

ときに社会性の面では四、五歳程度であり、同じ教室の中に５歳児と 10 歳児がいることで

深刻ないじめにつながってしまうそうであります。同医師は、12 歳以降の療育の重要性に



ついて語っておられました。 

 そこで、本市中学校の通級指導教室の増設をお願いします。今期、既に定員超過で入れな

い生徒が出ていると聞いております。教育委員会の御所見をお伺いします。 

 先日、東京都の精神保健福祉センターを訪問し、ＣＥＳという東京都独自の取り組みにつ

いて調査してまいりました。ＣＥＳとは、コミュニケーション強化セッションの略です。東

京都は、学齢期以降の統合失調症への取り組みを端緒として、アスペルガー対策も拡充。毎

週 17 名の参加者枠に対し、看護師１名、心理士３名、精神科医二、三名という手厚い布陣

で臨んでおりました。ＳＳＴの振り返りの際に多少の問題があり、自分自身の振り返りでは

なく、架空のキャラクターを使って、そのキャラクターの人生についてあれこれと討論する

そうです。お話を聞いて特に強く印象に残りましたのは、参加者のほぼ全員が学齢期にいじ

めに遭い、それがフラッシュバックすることで訓練の妨げになることがわかったそうです。

現在、ＣＥＳは順調に成果を上げており、都下の小中学校から、学校現場でぜひＣＥＳによ

る療育を実施したいとの要望も出ているそうであります。いわゆる中１ギャップと発達障

がいとの因果関係はわかりませんが、無関係ではないと思います。義務教育課程で学習が終

わらないのと同様に、就職までの一貫した支援がなければ、社会に直面したときに何の役に

も立たなくなってしまいます。いわゆる中１ギャップが高１、大学、就職ギャップへと拡大

してしまわないよう取り組みを強めるべきであります。 

 以上で２問目を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 阿部市民局長。 

◯市民局長（阿部 亨） 青色防犯パトロールカーに関するその後の事業の検討内容と進捗

状況のお尋ねでございますが、昨年来、各区役所とともに、防犯パトロールの充実について

再検討を行いまして、平成 21 年度からは７区全区において防犯物品の提供を予算化したと

ころでございます。 

 次に、パトロールカーの活動に必要となる燃料代や車検代、任意保険代、タイヤなどの消

耗品代、また修繕費などの維持経費につきましては、各校区の自治協議会に交付しておりま

す活力あるまちづくり支援事業補助金をそれぞれの校区の実情に応じて活用いただいてい

るところでございます。青色防犯パトロールカーによる成果につきましては、多くの地域で

熱心な取り組みがなされており、地域の安全、安心に大きな効果を上げていただいておりま

す。したがいまして、本市といたしましても、青色防犯パトロールカーの維持経費につきま

しては、校区の皆様のニーズに対応する何らかの支援制度が必要であると考えております。

予算措置も含めた制度の検討を行いまして、支援の充実を図ってまいりたいと考えており

ます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 貞刈財政局長。 

◯財政局長（貞刈厚仁） 地域が導入しております青色防犯灯装備車両のうち、京都市が課

税免除を行っているものと同様の要件に該当する車両台数につきましては、平成 21 年１月

末現在で 43 台でございます。軽自動車税の軽減額につきましては、43 台がすべて四輪の自



家用乗用車両として登録していると仮定した場合、その額は約 31 万円でございます。 

 次に、車検証に自主防犯活動自動車と明記してある軽自動車税の税金は課税免除すべき

であるとのおただしにつきまして、自主防犯活動用途の車両に係る軽自動車税の軽減につ

きましては、当該活動の本市施策における必要性やその実施効果などの政策的側面と、課税

の公平性や税収の安定的確保という税財政的側面とを比較、考量の上、判断していく必要が

あると考えております。したがいまして、支援対象者のニーズの把握など、地域防犯施策を

実施する政策担当部局であります市民局と協議を行い、軽自動車税の軽減につきまして具

体的な検討を進めてまいりたいと考えております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 井崎保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（井崎 進） まず、発達障がい者への就労支援につきましては、福岡市障

がい者就労支援センターを中心として、職域の開拓やジョブコーチの派遣など、就労支援を

行っているところでございます。また、あいあいセンターにおきましても、福岡市障がい者

就労支援センターや福岡障害者職業センター、さらに高機能発達障がいなどに特化した小

規模作業所アベル高取等と連携を図りながら、職場定着、新規就労などを目指した就労グル

ープ、基本訓練グループとを分けて、きめ細やかなグループワークを実施するなど、より就

労支援に努めているところでございます。 

 次に、発達障がいの療育に関するあいあいセンターの医療的スタッフの充実につきまし

ては、平成 21 年３月に策定した第２期障がい福祉計画を踏まえ、必要な事業が実施できる

よう、受託者である社会福祉事業団とも協議しながら、適切な人員配置を検討してまいりま

す。 

 次に、発達障がいに関するアンケートの調査結果についてでございますが、未就学期と小

学生の保護者で日中預かりなどの福祉サービスについて、中学生以上では就職相談、訓練に

ついての要望が多くございました。これらの要望を踏まえ、第２期障がい福祉計画において、

福祉サービスの適用など、発達障がい者の支援に努めるとともに、本年４月から障がい者就

労支援センターに発達障がい者専門支援員を配置し、相談に応じるなど、就労支援を強化、

充実しているところでございます。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 吉田こども未来局長。 

◯こども未来局長（吉田恵子） 発達障がい者支援にかかわるコーディネート業務を行う人

員配置の御提案ですが、発達障がい者支援センターでは、本人や御家族から家庭や学校生活、

就労など、さまざまな相談を受け、専門機関と連携しながら、本人の適性に合わせた支援に

努めております。また、関係機関から成る発達障がい者支援協議会の場等を活用して、発達

障がい者支援センターを中心に、役割分担に応じた連携強化を図っております。さらに、同

協議会において、各ライフステージに応じた効果的な支援の仕組みづくりについても順次

検討をしております。その検討結果を踏まえて、平成 21 年度に発達障がい者支援センター

に新たに人員を配置し、現在、乳幼児期から学齢期への支援のつなぎ方や学齢期の家庭も含

めた効果的な支援のあり方について検討を進めております。今後は、成人期の就労を含めた



生活支援実施のあり方についても検討していきたいと考えております。以上です。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 学校での教育体制についての御質問でございますが、まず中学校に

おける通級指導教室につきましては、博多区に１校２教室、中央区に１校１教室設置をして

おります。 

 次に、発達障がいがある児童に対する取り組みについてでございますが、平成 20 年度に

開催した不登校ひきこもり対策支援会議で本市独自の調査を行った結果、発達障がいがあ

る児童生徒は、他とのコミュニケーションが苦手であったり、周りの理解不足によって集団

生活に適応しづらい傾向などから、いじめや不登校などにつながっている場合があるとい

うことが明らかとなりました。そのような実態を踏まえ、各学校では一人一人を認め合う集

団づくりやよりよい人間関係づくりに取り組むとともに、特別支援教育コーディネーター

を中心とした校内支援委員会において、発達障がいのある児童の学校生活状況を十分に把

握し、適切な支援を行ってまいります。 

 次に、いじめ防止につきましては、新しいふくおかの教育計画におきましても重点施策と

して取り組むこととしており、いじめはどの子どもにも、どの学級にも起こり得るという危

機意識を持ち、校長を中心とした指導体制のもとに、いじめの早期発見、早期解決に努めて

いるところでございます。発達障がいのある児童に対するいじめにつきましては、管理職を

初め、教職員の研修を一層充実し、発達障がいのある児童の理解を深めてまいります。いじ

めではないかと思われる事態が起きた場合には、児童の訴えをじっくり聞き取るとともに、

保護者の相談を真摯に受けとめ、いじめの実態把握に努め、いじめの解消に取り組んでまい

ります。 

 次に、中学校における通級指導教室の増設につきましては、今後、対象となる生徒の増加

が見込まれることから、必要に応じて検討してまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） まず、療育についてでありますが、学齢時には概念さえなかった広

汎性発達障がいの児童生徒と家族にとりましては、十分な支援が受けられなかったことも

あり、成長とともに悩みが膨らみ、孤立を深め、さらに成人して社会と折り合いをつける困

難は並大抵なことではありません。さきに述べたように、学齢時の無理解やいじめによる２

次障がいは、人生の多くの局面において何度もフラッシュバックし、そのたびに当事者も家

族も苦しみ、就労への意欲や雇用の大きな妨げとなっていきます。その意味で、同じ悲劇を

繰り返さないためにも、教育現場における理解の促進、いじめ防止対策、小中の一貫した特

別支援教育体制の構築は大変重要であると考えます。教育長の御所見をお伺いします。 

 最後に、本市の今後の療育体制づくりについて、吉田市長に御所見をお伺いし、この質問

を終わります。 

 最後に、青パトについてであります。 

 ただいま市民局長、財政局長より、補助金と課税免除について、非常に前向きで、かつ具



体的に踏み込んだ内容の御答弁をいただきました。青パトへの本格的な支援が今後進むこ

とを大いに期待するものであります。３月７日の西高宮ミニパト隊員の交流会に先立ち、池

下南区長御自身が青パトに乗車されました。このことに校区の皆さんは、かつてなかったこ

とであると大変喜ばれておりました。青パトを含め地域防犯活動は、自分たちにできること

は自分たちでという市民意識の象徴であります。だからこそ、切実なニーズに対する行政か

らの支援や評価は、市民活動への意欲をさらに向上させ、その相乗効果がより多くの福岡市

民を犯罪から守るという結果につながるものだと確信をいたします。最後に、吉田市長の御

所見を求め、私の質問を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 発達障がいを持つ児童のいじめなどの２次障がいを防ぐためには、

発達障がいについての理解を深めることが重要でございます。このため、研修をさらに充実

させるとともに、一人一人を認め合う集団づくりやよりよい人間関係づくりに取り組んで

まいります。また、特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援委員会を活性化し、

一人一人の実態に即した適切な支援を行ってまいります。また、小中の一貫した特別支援教

育体制の構築につきましては、小学校において受けていた通級指導教室での指導を中学校

においても継続して受けられるよう、特別支援教育体制の整備に努めてまいります。以上で

ございます。 

◯副議長（久保 浩） 吉田市長。 

◯市長（吉田 宏） 発達障がい児・者の支援におきましては、障がいの早期の発見、療育、

そして学校教育、それから生活支援、就労支援と、ずっと一連の支援が大変必要であると考

えております。今、議員御紹介ありました学齢時のときのいじめが大人になってもフラッシ

ュバックすると。まさに小さなころに受けた心の傷が大人になっても治らない。それがいつ

も戻ってくると、そういった事態になって、大変憂慮されることだと思います。また、平成

20 年に設置しました関係機関から成ります発達障がい者支援協議会というものがございま

すが、この協議会を通しても、ライフステージごとの支援機関の具体的な連携の仕組みづく

りを順次今進めております。ちょうど今現在進めておりますのが東部療育センターの整備

でありますけれども、これは平成 23 年の開所に向けて今設計段階を終えたところですが、

ここの中でも発達障がい児診断の特殊性に配慮をして、広い診察室、今までの普通のものよ

りも一回り広い診察室、それから外来から来られるグループの専用の部屋というようなも

のも用意をしていこうと思っております。いずれにしましても、療育体制の充実を東部療育

センターで図っていきたいということであります。今後とも、発達障がい者支援センターを

中心としまして、一人一人のニーズに即した適切な支援に努めてまいりたいと思います。 

 それから、青色の防犯のパト、いわゆる青パトでございますけど、今大変に安全、安心に

対する地域の皆さんの関心が高い。これはどこに私が行きましても校区では言われること

でありまして、午前中の御質問にもありましたけれども、ふえている性犯罪も含めて、大変

地域住民の皆さん、防犯に対する意識が高い、そしてまた危ないなという気持ちも以前より



ふえているということは認識をしております。御質問にありました具体的な支援でありま

す。実際、両局長から答弁しましたけれども、御指摘のとおり、ボランティアでやってはい

ただいているわけでございますが、全部費用を自分たちで工面をしたり、また税金も、どう

してこれ、御指摘のように公用車に非常に近い働きをしているものに自分たちが税金を出

してやっていくのかなというのは、やはりどうにかならないものかなと考えられるのは当

然のことだと思います。ぜひ皆さん方の今やっておられます大変貴重なボランティア活動

でございますし、私どももできるだけこれからの支援、補助をやっていきたいと思っており

ます。以上です。 

 


